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研究要旨 
本研究の目的は、「ドクターヘリ（以下 DH）の安全かつ効果的な運用体制を提言すること」である。併せて、
DH の安全かつ効果的な運用を継続的に検証するためのインシデント・アクシデント収集システム（JSAS-I）
および全国症例登録システム（JSAS-R）を整備した。また令和 2 年度追加研究として、COVID-19 患者搬送
に関する研究を行った（追加研究の一部は令和 3 年度に実施）。 
 
１． 現状分析に関する研究 

ドクターヘリレジストリ（JHEMS）のデータ解析：急性冠症候群（以下 ACS）、脳梗塞、脳出血、くも膜
下出血に対する DH の転帰改善効果等を分析した。DH は、脳梗塞の 4 週間後転帰（CPC1・2）の改善およ
び搬送距離 20km 以上の急性冠症候群（非心肺停止例）に対する早期 PCI 開始に有効であり、これらに対し
て積極的に利用を検討すべきと考えられた（本文表 1・2 参照）。その他の疾病に対する効果は現在のところ
明らかでなく、さらなる検討が必要である。 
２． 運用システムの研究 

1) ドクターヘリの搬送対象・運用方式の研究：JHEMS の外傷例データを用いて救急隊現場到着前要請方
式（以下覚知要請）の時間短縮効果を検討したところ、「覚知〜医師接触時間の短縮効果（中央値 5 分）」が
認められた（本文図 1 参照）。 

2) 要請件数の多い地域の実地調査：鹿児島県を実地調査した。重複要請が多数発生していたが、他の医療
機関のヘリ（DH の代替ヘリ）で補完されていた。 

3) 覚知要請に関するアンケート調査：調査の結果、地域によって DH 要請のタイミングが異なっており、
現場出動時の各場面における重複要請事案への対応にも大きな地域差が見られた（本文図 3 参照）。現場出動
件数の 10.9%で重複要請が発生し、うち 73.8%が対応不能であった。また、覚知要請が増えると対応不能な
重複要請件数も増加する傾向が見られた。一方、他の DH や他機関のヘリ、ドクターカー等との連携体制を
構築することで、重複要請の影響がある程度緩和されていることが判明した。 

 
３． オペレーションズ・リサーチによる効果的な運用方法の検証 

1) 重複要請の数理モデル：確率モデルで推定した重複要請発生率と実際の重複要請発生率を比較検討し
た。実重複要請発生率は推定値よりも低く、各地域で様々な対策が行われていると推察された。 

2) 出動中の応需の影響：確率モデルを用いて、出動要請が確率的に生じ、要請への対応が一定時間で完了
するという条件下で、対応完了までの時間が一定時間以内であれば要請を受諾するという想定の下、不応需
の発生率、要請から現場到着までの所要時間の分布を分析した。 

3) 運用方法の検証：上記の改変した数理モデルと JSAS-R（下記 4 項）のデータを用い、運用方式（が重
複要請等に与える影響を検討した。覚知要請割合の増加は任務中止率を増加させること、DH の基地病院へ
の帰投を見越して帰投前に応需することにより重複要請による不応需の発生率を低減できること、などが明
らかになった（本文図 4、5 参照）。 
 
４． 全国症例登録システム（JSAS-R）に関する研究 

1) 項目の検討：登録項目を検討のうえ、令和元年度にドクターヘリ全国症例登録システム（以下 JSAS-R）
を構築した。DH 活動の質を継続的に評価するための品質管理項目、運航時間情報の全国的な収集を行う項
目を若干追加した。 

2) 試用運用と改修：構築した JSAS-R を試用運用のうえ、以下の問題点を修正した。①JSAS-R 項目の変
更、②自動集計機能の追加、③ダウンロード・アップロード機能の追加、④デザインフォームの変更。 

3) データの集計：令和 2 年 1 月 31 日までの JSAS-R 登録データの集計を行った。DH は要請全体の 8 割
に応需し、うち 8 割で患者に接触しており、これまでの全国調査と概ね一致していることを確認した。JSAS-R
は令和 3 年度より全国基地病院で運用開始する。 

 
５． インシデント・アクシデント収集システムに関する研究 

Web 登録可能なインシデント・アクシデント収集データーベース（以下 JSAS-I）を構築し、令和 2 年度に
試用運用を行った。令和 3 年度より全国基地病院で運用を開始し、上記 4 項の JSAS-R とも連動させる予定。 

 
６． 遠隔航空搬送の研究 

DH 以外の遠隔地医療用ヘリコプター3 か所を調査・検討した。遠隔地航空搬送では、①双発エンジン、②
空中衝突防止装置の設置、③搭乗医師・看護師への保険の付保、④2 つ以上の天候情報による判断、を推奨す
る。 
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７． ドクターヘリの安全な運用・運航のための基準（以下：安全管理基準）」の改訂 

1) アンケート調査：全国基地病院に、安全管理基準の周知・遵守状況をアンケート調査した。認知度は前
回調査より大幅に改善しており、安全管理基準に準拠した対応がとられていた。今後は JSAS-R、JSAS-I を
活用して、各基地病院における DH の運用および安全管理の状況を包括的に評価し、継続的に品質を改善で
きる体制を構築する予定。 

2) 安全管理基準の改訂：本研究班の成果（上記 1～3 項）に基づき、①覚知要請（救急隊現場到着前の DH
要請）、②対象疾患(血管障害への効果)について検討し、「DH の安全かつ効果的な運用方法に関する提言」を
行った（別表 1 参照）。「安全管理基準」にこれを追記して改訂案を作成した（令和 2 年度報告書 3 項参照）。 
 
８． COVID-19 患者搬送に関する研究（追加研究） 

1) 文献調査：COVID-19 の航空医療搬送（特に回転翼機）に関する国内外の文献調査を行った。①COVID-19
の DH 搬送はクルーへの感染リスクが高く十分な検討が必要である。②本邦 DH でも現場出動例は原則とし
て陸上搬送が妥当と考えられる。③COVID-19 の医療機関間搬送を DH が行うか、他の航空医療搬送体制を
整備するかは、各地域での検討課題である。④COVID-19 の搬送では、手順書の整備と PPE の着脱および気
管挿管患者の搬送訓練は必須である。⑤可搬式患者隔離装置（PIU）は有用であるが、使用できる機体と装
置が限られており使用前に検証を要する。 

2) 公的機関へのアンケート調査、および 3) ドクターヘリの機体に関する調査 ：機体や装備、搬送中の感
染対策、確保するべき運航体制等につき、公的機関にアンケート調査を行った。同時に現在本邦 DH に用い
られている機体の仕様を調査した。現在の防衛省、海上保安庁の業務は DH にはほぼ不可能であるが、以下
は検討の余地がある。①洋上飛行の装備を持ち離島搬送を既に行っている地域の COVID-19 洋上搬送、②
COVID-19 重症例の医療機関間搬送。また COVID-19 搬送時には、本来の DH 業務に及ぼす影響も考慮して、
専用の機体とクルーで実施することが望ましい。 

4) 実機による検証：実機を用い、可搬式の患者隔離装置（PIU）の検証を行った。現在のドクターヘリの
機体で PIU を用いた医療機関間搬送を行う場合、軽症で安定した患者、又は人工呼吸器管理下で比較的安定
した患者を対象とするのが妥当であり、重篤な患者の搬送は、大型 PIU と専用の大きな機体を用いて訓練さ
れた専任クルーが実施するのが安全である。 

5) 運航マニュアル作成：本研究で得られた成果に基づいて検討の上、「COVID-19 流行時における運航マ
ニュアル（案）」を作成した（令和 2 年度報告書 4-5）：資料１参照）。 
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Ａ. 研究目的 
・本研究の目的は、「ドクターヘリ（以下 DH）の

安全かつ効果的な運用体制を提言すること」であ

る。 
・併せて、DH の安全かつ効果的な運用を継続的に

検証するためのインシデント・アクシデント収集

システム（JSAS-I）および全国症例登録システム

（JSAS-R）を整備する。 
・さらに令和 2 年度追加研究として、「COVID-19
患者搬送に関する研究」を行った（追加研究の一

部は令和 3 年度に実施）。 
 
Ｂ. 研究方法 
1. 現状分析に関する研究  
・日本航空医療学会が収集した全国ドクターヘ

リ・データ（JHEMS）を用いて、急性冠症候群、

脳梗塞、脳出血、くも膜下出血に対するドクター

ヘリの転帰改善効果を後ろ向きに解析した。 
・対象は、急性冠症候群ではドクターヘリ搬送群

（H 群）618 例、地上搬送群（G 群）797 例、脳梗

塞では H 群 969 例、G 群 2,246 例、脳出血では H
群 860 例、G 群 1,369 例、くも膜下出血では H 群

332 例、G 群 362 例。 
・急性冠症候群、脳梗塞、脳出血、クモ膜下出血

に対するドクターヘリの効果を、それぞれ 4 週間

後の転帰（CPC1・2）について多変量解析により

検討した。 
・さらに、様々なサブグループ解析および介入時

間の短縮効果等について検討した。 
＊なお、平成 30 年度、平成 31 /令和元年度の本

分担研究の結果を令和 2 年度「運用システムの研

究」内で再検討したが、総合報告書では本項目に

統一して記載した。 
 
2. 運用システムの研究 
1) ドクターヘリの搬送対象・運用方式の研究：日

本航空医療学会が収集した全国 DH データ

（JHEMS）のうち外傷のデータを用いて、救急隊

現場到着前要請（以下覚知要請）方式による時間

短縮効果を検証した。。 
2) 請件数の多い地域の実地調査：要請件数の多い

鹿児島県の現地調査を行った。 
3) 覚知要請に関するアンケート調査：全国DH基地

病院に対して、覚知要請に関するアンケート調査を

行った。 
 

3. オペレーションズ・リサーチによる効果的な運

用方法の検証 
1) 重複要請の推定：要請数が重複要請数に与える

影響を、確率モデルを用いて検証した。各地域の

重複要請発生率を推定のうえ実データと比較検討

した。 
2) JSAS-R の集計：JSAS-R（下記 4 項のデータベ

ース）のデータを集計した。 
3) 数理モデルの検討：アンケート調査結果（上記

2-3)項）の結果を踏まえて数理モデルを再検討のう

え、JSAS-R のデータを用いたシミュレーションに

より、運用方式が重複要請等に与える影響を検討し

た。 
 
4. 全国症例登録システムに関する研究 
1) 項目の検討：登録項目を検討のうえ、ドクター

ヘリ全国症例登録システム（以下 JSAS-R）を構築

した。 
2) 試用運用と改修： JSAS-R を試用運用し、以下

の問題点を修正した。 
3) データの集計： JSAS-R を試用運用し、登録デ

ータの集計を行った。 
 
5. インシデント・アクシデント収集システムに関

する研究 
・各基地病院で収集されたインシデント/アクシデ

ントとそれに対する再発予防策を、全国の基地病

院間で共有するシステムを構築した。 
 
6. 遠隔航空搬送の研究 
・僻地・離島の航空医療 2 か所を調査の上、本邦

における遠隔地航空搬送の在り方、ドクターヘリ

との整合性を検討した。 
 
7. ドクターヘリの安全な運用・運航のための基準

（以下：安全管理基準）」の改訂 
・全国基地病院に、「ドクターヘリの安全な運用・

運航のための基準」（以下安全管理基準）の周知・

遵守状況をアンケート調査した。 
・本研究班の成果に基づいて、ドクターヘリの安

全かつ効果的な運用方法について検討のうえ提言

を行い、さらに安全管理基準を改訂した。 
 
8. COVID-19 患者搬送に関する研究 
1) 文献調査：COVID-19 の航空医療搬送（特に回

転翼機）に関する国内外の文献調査を行った。 
2) 公的機関へのアンケート調査・3) ドクターヘリ

の機体に関する調査：機体や装備、搬送中の感染

対策、確保するべき運航体制等につき、公的機関

にアンケート調査を行った。同時に、現在本邦ド

クターヘリに用いられている機体の仕様を調査し

た。①防衛省、海上保安庁、千葉市消防局に対し、

令和 2 年 2 月 1 日から令和 3 年 1 月 31 日に各機関
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が航空機搬送した COVID-19 疑い又は確定例に関

するアンケート調査を実施した。②一般社団法人

国航空事業連合会ドクターヘリ分科会に対し、本

邦ドクターヘリの機体の仕様等について調査を実

施した。 
4) 専門家による検討：文献調査等で得られた知見

をもとに有識者で検討を行った。ドクターヘリで

COVID-19 感染症患者を搬送する際の運航マニュ

アル案を作成した。 
5) 実証研究・マニュアル作成：実機を用いて運航

マニュアル案の検証を行い、課題等を反映させた

運航マニュアルを作成した。 
 
C．研究結果 
1. 現状分析に関する研究  
・急性冠症候群：非心肺停止例の覚知からアンギ

オ室入室までの時間（分）の中央値(四分位範囲)
は、道路距離 20km 以上 40km 未満の症例では H
群 91 分(73-106): G 群 97 分(82-125)で H 群が短か

った（P=0.036）。同様に救急隊接触からアンギオ

室入室までの時間は道路距離 20km 以上 40km 未

満の症例では 77 分(61-96):85 分(71-114)
（P=0.016）、40km 以上の症例では 89 分

(72-108):116 分(106-124)（P=0.002）と、いずれ

も H 群が短かった。また救急隊接触時 JCS 0～
10 の症例は、単変量解析で H 群が有意に転帰良好

（CPC1 又は 2）であった。 
・脳梗塞（表 1）：H 群は有意に転帰良好（CPC1
又は 2）であった（Odds 比 1.460 95%CI 
1.051-2.080 (p=0.024)）。 
・脳出血、くも膜下出血：H 群は G 群と比較して

重症度が高く、予後も不良であったが、患者背景

を調整後に転帰良好との関連は認められなかった。 
・4 週間後死亡との関連：急性冠症候群、脳梗塞、

脳出血、クモ膜下出血の 4 週間後の「死亡」につ

いては、いずれも H 群と G 群に有意な差異は見ら

れなかった。 
 
表 1：脳梗塞（傾向スコアマッチング後の転帰良好

に対するロジスティク回帰分析） 

 
 
 
 

2. 運用システムの研究 
1) ドクターヘリの搬送対象・運用方式の研究：基

地病院から現場まで距離 15km 以上では、覚知要

請方式に、覚知〜医師接触時間、覚知〜病院収容

時間の短縮効果（それぞれ中央値 5 分、4 分）が認

められた‘（図 1，2）。 
 
 
図 1：要請方式と覚知～医師接触の時間 

 
 
図 2：要請方式と覚知～受け入れ病院収容までの時

間 

 
 
2) 要請件数の多い地域の実地調査：鹿児島県を調

査したところ、重複要請時には他の医療機関のヘ

リで搬送されていた（代替ヘリ）。 
3) 覚知要請に関するアンケート調査：①各地域の

ドクターヘリ要請基準はほぼ同様であったが推奨

する要請タイミングは異なっており、覚知要請推

奨 24（60%）、消防機関一任 10（25%）地域であ

った。②覚知要請推奨地域では、現場出動に占め

る覚知要請割合が有意に多く、消防機関一任地域

では 1/3 の事案で覚知要請が行われていた。③現場

出動の 10.9%で重複要請が発生、うち 73.8%が対

応不能であった。覚知要請件数の多い地域では、

対応不能重複要請も多い傾向が見られた。④重複

要請への対応には基地病院間で大きな多様性が見

られ（図 3）、不応需事案を減らす努力がなされて

いることも明らかとなった。多くの地域で他のド

クターヘリやそれに準ずる代替ヘリ、又はドクタ

ーカーを要請していた。 
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図 3：場面ごとの重複要請時の対応 

 
 
3. オペレーションズ・リサーチによる効果的な運

用方法の検証 
1) 重複要請の推定：実際の重複要請発生率は単純

な数理モデルによる推定発生率より少なく、各地

域で様々な重複要請への対策が行われていること

が推察された。 
2) JSAS-R の集計：要請件数と応需件数、傷病者接

触件数はそれぞれ相関係数が 0.9947, 0.9527 で、

ほぼ比例していた。覚知要請割合と中止発生率の

間には相関が認められた（相関係数 0.5942）。要請

件数と重複要請発生件数には相関が認められたが

線形ではなかった。要請件数と重複要請発生率は

相関係数 0.6736 と相関が認められた。 
3) 数理モデルの検討：覚知要請割合の増加は中止

発生率を増大させる（図 4）。数理モデルを用いた

シミュレーションでは、ヘリの基地病院への帰投

を見越して帰投前に応需すること（図 5 の τ を大

きくする）により重複要請による不応需の発生を

低減できることが示された。 
 
図4：覚知要請割合と中止発生率 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 5  要請数と重複発生率 

 
 
4. 全国症例登録システムに関する研究 
1) 項目の検討：登録項目を検討のうえ、ドクター

ヘリ全国症例登録システム（以下 JSAS-R）を構築

した。 
2) 試用運用と改修： JSAS-R を試用運用し、以下

の問題点を修正した。①JSAS-R 項目の変更；全国

の実情に合わせた変更を行い、COVID-19 のデー

タが捕捉可能となった。②自動集計機能の追加；

当該機能についてアンケートを実施したところ

32/53 (60.4%)の施設から回答があり、これに基づ

き自動集計項目を決定し追加した。③ダウンロー

ド・アップロード機能の追加；全国的に取り扱い

の容易なデータ仕様を決定し、操作マニュアルを

作成した。④デザインフォームの変更；Web デザ

インの専門家とともに、視認性を上げつつ冷静か

つ正確に入力可能なデザインに変更した。 
3) データの集計： JSAS-R を試用運用し、登録デ

ータの集計を行った。2021/01/31 までの JSAS-R
登録データの集計を行ったところ、DH は要請全体

の 8 割に応需し、内 8 割の患者に接触していた。

これまでの全国調査と概ね一致していた。 
 
5．インシデント・アクシデント収集システムに関

する研究 
・WEB 登録可能なインシデント・アクシデント収

集データーベース（以下 JSAS-I）を構築し、上記

JSAS-R とも連動させて試用運用を行った。 
 
6 遠隔航空搬送の研究 
・福島県では、１か所は救急患者搬送を含めた多

目的ヘリ、もう 1 か所では医師派遣ヘリとして運

用されており、それぞれの安全管理が行われてい

た。長崎県を加え、ドクターヘリ以外の遠隔地医

療用ヘリコプター3 か所について検討した。 
・専門家による検討の結果、遠隔地航空搬送では、

①双発エンジン、②空中衝突防止装置の設置、③

搭乗医師・看護師への保険の付保、④2 つ以上の天

候情報による判断、が推奨された。 
 
7.ドクターヘリの安全な運用・運航のための基準

（以下：安全管理基準）」の改訂 
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・アンケート調査では 58 施設中 43 施設より回答

が得られた。平成 30 年の調査結果より、安全管理

基準の認知度が大きく改善しており、多くの各基

地病院では安全管理基準に準拠した対応がとられ

ていた。 
・本研究の成果に基づき、①覚知要請（救急隊現

場到着前の DH 要請）、②対象疾患(血管障害)への

効果について検討のうえ、「DH の安全かつ効果的

な運用方法に関する提言」を行った（表 2）。 
・上記について記載した、安全管理基準（改訂案）

を作成した（令和 2 年度報告書 3 項参照）。 
 
 
――――――――――――――――――――――
表2:ドクターヘリの安全かつ効果的な運用方法に
関する提言 -運用面での提言- 
――――――――――――――――――――――
Ⅰ.覚知要請（救急隊現場到着前のドクターヘリ要請）に
ついて 
１．ドクターヘリの覚知要請は、以下を参考に、時間短
縮効果と重複要請による不応需の増加を勘案して実施
する。 
①搬送距離15km以上では、覚知要請により、患者と接

触するまでの時間および医療機関到着までの時間が、そ
れぞれ5～8分短縮される。 
②施設あたりの要請件数が増加すると、重複要請によ

る不応需数および不応需率は増加する。 
③覚知要請件数の多い施設ほど、重複要請による不

応需数が多い。 
④施設の覚知要請割合が増加すると、任務中止率が

増加する。任務中止の増加は重複要請の増加要因にな
るが、中止になる任務の飛行時間は短いため、重複要請
発生への影響は通常任務の増加より少ない。 
⑤基地病院帰投前に要請を応需すると、重複要請に

よる不応需が低減できる。 
２．当該施設において重複要請による不応需が増加し
た場合、ドクターヘリ運用体制の見直し、隣接ドクターヘ
リとの連携強化、代替搬送手段の確保等を考慮する。 
 
Ⅱ.ドクターヘリの対象疾患について 
１．以下の血管障害に対して、ドクターヘリの積極的な
利用を考慮してもよい。 
①脳梗塞：4週間後の転帰改善（CPC1又は2の増加）

が期待できる。 
②救急隊接触時の意識がＪＣＳ10より良い急性冠症候

群：4週間後の転帰改善（CPC1又は2の増加）が期待でき
る可能性がある。 
③搬送距離20km以上の急性冠症候群：早期PCI開始

が期待できる可能性がある。 
２.上記1項以外の血管障害に対する効果は、現在のと
ころ不明である。 
―――――――――――――――――――――― 
 
 
8. COVID-19 患者搬送に関する研究 
1) 文献調査 
・COVID-19 のドクターヘリ搬送はクルーへの感

染リスクが高く、十分な検討が必要である。 

・欧州のヘリコプター救急システム（以下 HEMS）
は現場出動のうえ診療を行うが、診療後に

COVID-19 疑い・確定者と判断した場合、多くは

陸上救急車で搬送している。 
・一方、COVID-19 確定者の医療機関間搬送は欧

米でも広く行われていた。 
・上記患者の多くは重症呼吸不全であり、機内で

エアロゾル発生手技の実施される可能性が高い。

医療クルーの個人感染防護具（PPE）は N95 マス

ク、ゴーグル、手袋、ガウンの装着が標準で、搬

送前の気管挿管が推奨されている。 
・十分な準備と訓練を実施すれば、ECMO 装着例

のヘリ搬送も可能である。 
・可搬式の患者隔離装置（PIU）は有用と報告され

ている 
2) 公的機関へのアンケート調査・3) ドクターヘリ

の機体に関する調査 
・COVID-19 確定もしくは疑い例の公的機関によ

る航空搬送（回転翼機）には、全て DH より大型

の機体が用いられていた。 
・防衛省は、島嶼で発生した COVID-19 の長距離

洋上搬送を、海上保安庁は島嶼・船舶等で発生し

た COVID-19 の救助と洋上搬送を、千葉市消防局

は重症例の医療機関間搬送を主に行っており、各

機関が自身の専門領域を担当していた。 
4) 実機による検証・5) 運航マニュアルの作成 
・実機を用い、可搬式の患者隔離装置（PIU）搭載
の可能性等の実証研究を行った。 
・調査したPIUの陰圧性能に問題はなかったが、ス
トレッチャーへの固定、機器の搬入、機内での作業
性に様々な問題が確認された。 
・ストレッチャーとの固定：不十分なものが多く、
一部の修理改造は国土交通省の確認が必要。 
・機内への搬入： EC135にはいずれも搬入不可、
BK117C2には2種類が搬入不可であった。 
・機内での安全性と操作性： 現機体ではPIU周囲
の空間が狭く操作性が十分には確保できない。 
・現在ただちに使用可能なのは、BK117C2に可搬
型陰圧クリーンドームを用いる場合のみである。 
 
・文献調査、アンケート調査等で得られた知見を

もとに有識者で検討を行い、「COVID-19 流行時に

おけるドクターヘリ運航マニュアル（案）」を作成

した（令和 2 年度報告書 4-5)：資料１参照）。 
・マニュアル案の骨子は下記表 3 の通り。 
 
 
――――――――――――――――――――――
表3：「COVID-19流行時におけるドクターヘリ運航マニ
ュアル（案）」の骨子- 
―――――――――――――――――――――― 
① ドクターヘリの機内はCOVID-19に感染しやすい

環境である。 
② COVID-19の疑われない症例へのドクターヘリの

現場出動（診療）は通常通りに応需するが、診療
後COVID-19疑い例となった場合、陸上救急車で
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の医師同乗搬送など代替搬送手段を確保する。 
③ 確定例の島嶼からの長距離洋上搬送や洋上船

舶からのつり上げ搬送等は、自衛隊または海上
保安庁に要請する。 

④ 確定例の医療機関間搬送では、専用の機体を用
いて訓練された専任の運航・医療クルーが搬送
する体制を、通常運航のドクターヘリとは別途に
構築する。 

⑤ 確定例の実搬送を行う前に、一連の作業を、実機
と機材を用いてシミュレーション訓練する。 

⑥ ドクターヘリによるCOVID-19確定例の搬送に際し
ては、運航会社の規程や雇用契約の問題などの
事前確認を要する。 

――――――――――――――――――――――- 
 
 
D. 考察 
1. 現状分析に関する研究  
・非心肺停止の急性冠症候群に対するDH搬送は、

救急車搬送と比較して、広域（道路距離20km以上）

で発生した患者における消防覚知～アンギオ室入

室時間および救急隊接触～アンギオ室入室時間を

短縮することから、DHは早期PCI治療の開始に有

効である可能性が示された。 
・脳梗塞のDH搬送例は、救急車搬送より4週間転

帰（CPC1・2）が有意に良好であったことから、

DH搬送によって転帰の改善が期待できる。 
・今回の検討では、脳出血およびくも膜下出血の転

帰に対するDHの効果は明らかでなく、今後さらな

る検討が必要と考えられた。 
 
2. 運用システムの研究 
・覚知要請では、覚知〜医師接触時間および覚知

から病院収容時間の短縮（それぞれ中央値 5 分・4
分）が可能である。 
・アンケートで以下が判明した。DH 運用地域のう

ち 60%で覚知要請を推奨、25%では消防機関に一

任している。現場出動例の 10.9%で重複要請が発

生、うち 73.8%は対応不能であった。重複要請を

減らすため、各地域で様々な努力が行われていた。 
 
3. オペレーションズ・リサーチによる効果的な運

用方法の検証 
・JSAS-R のデータから以下が判明した。実際に発

生した重複要請による不応需数は、単純な数理モ

デルの予測より少ない。また覚知要請割合と中止

発生率、要請件数と重複要請発生率には相関が見

られる。 
・改変した数理モデルを用いたシミュレーション

にて以下が示された。覚知要請割合の増加は中止

発生率を増加させる。基地病院へ帰投前の応需に

より重複要請による不応需発生率を低減できる。 
 
4. 全国症例登録システムに関する研究 

・全国症例登録システム（JSAS-R）は完成し、令

和 3 年度から全国運用を開始する。 
・今後は、このデータを用いて、各地域ＤＨの品

質管理を行うための機能を開発する予定である。 
 
5. インシデント・アクシデント収集システムに関

する研究 
・インシデント・アクシデント収集システム

（JSAS-I）は完成し、運用を開始している。 
・今後は JSAS-R と連動させてＤＨの品質管理に

利用する方法を検討していく予定である。 
 
6. 遠隔航空搬送の研究 
・ドクターヘリ以外の遠隔地医療用ヘリコプター

は、地域の状況に応じて多様な使い方をされてい

る。 
・安全面から、①双発エンジン、②空中衝突防止

装置の設置、③搭乗医師・看護師への保険の付保、

④2 つ以上の天候情報による判断、が推奨された。 
 
7. ドクターヘリの安全な運用・運航のための基準

（以下：安全管理基準）」の改訂 
・安全管理基準に「DH の安全かつ効果的な運用方

法に関する提言」を追記し、安全管理基準（改訂

案）を作成した。 
 
8. COVID-19 患者搬送に関する研究 
・欧州と同様に、本邦 DH でも、現場出動例は原

則として陸上搬送が妥当と考えられた。 
・COVID-19 をヘリ搬送する場合には、手順書の

整備とPPEの着脱および気管挿管患者の搬送訓練

は必須である。 
・可搬式の患者隔離装置（PIU）は有用であるが、

ドクターヘリで使用できる機体と装置は限られて

いる。 
・COVID-19 の医療機関間搬送を DH が行うか、

他の航空医療搬送体制を整備するかは、各地域で

の検討課題である。 
・防衛省、海上保安庁の行っている業務（長距離洋

上搬送、救助、多人数搬送）はドクターヘリにはほ

ぼ不可能である。 
・以下は検討の余地がある。①洋上飛行の装備を持

ち、離島搬送を既に行っている地域のCOVID-19洋
上搬送。②COVID-19重症例の医療機関間搬送。 
・現在の DH で PIU を用いた医療機関間搬送を行

う場合、軽症で安定した患者、又は人工呼吸器管

理下で比較的安定した患者を対象とするのが妥当

と思われる。 
・重篤な患者の搬送では、大型 PIU と専用の大き

な機体を用い、訓練された専任クルーが実施する

のが安全である。 
・文献調査、アンケート調査等で得られた知見を

もとにっ研究班で検討を行い、「COVID-19 流行時
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における「COVID-19 流行時におけるドクターヘ

リ運航マニュアル（案）」を作成した。 
・本検討では、COVID-19 の実搬送にでは、運航

会社の規程や雇用契約の問題などを事前確認する

必要のあることが指摘された。 
 
E．結論 
・DH によって、脳梗塞の転帰の改善、搬送距離

20km 以上の急性冠症候群（非心肺停止）への早期

PCI の実施が期待できる。これらに対しては積極的

に DH 搬送を考慮すべきと思われた。 
・DH 運航地域の過半数で覚知要請方式が推奨され

ている。覚知要請により早期医療介入（中央値 5
分）が可能になるが、覚知要請割合が増加すると

中止率が増加するので、このトレードオフを考慮

する必要がある 
・DH 現場出動例の 10.9%が重複要請により不応需

となっており、その多くは対応不能である。要請

件数が増加すると重複要請による不応需率が増加

する。帰投中の応需である程度低減できるが、他

の DH との連携、代替ヘリの確保等のバックアッ

プ体制が必要である。 
・全国症例登録システム（JSAS-R）およびインシ

デント・アクシデント収集システム（JSAS-I）は

計画通りに完成した。令和3年度より運用を開始し、

ＤＨの品質管理に用いる予定である。 
・ドクターヘリ以外の遠隔地医療用ヘリコプターで

は、①双発エンジン、②空中衝突防止装置の設置、

③搭乗医師・看護師への保険の付保、④2つ以上の

天候情報による判断、が推奨された。 
・本研究の成果を「DHの安全かつ効果的な運用方

法に関する提言」（表2）にまとめ、安全管理基準

（改訂案）にも記載した。 
・COVID-19の疑われない症例へのドクターヘリの

現場出動（診療）は通常通りに応需するが、診療後

COVID-19疑い例となった場合、陸上救急車での医

師同乗搬送など代替搬送手段を確保する。 
・確定例の島嶼からの長距離洋上搬送や洋上船舶か

らのつり上げ搬送等は、自衛隊または海上保安庁に

要請する。 
・確定例の医療機関間搬送では、専用の機体を用い

て訓練された専任の運航・医療クルーが搬送する体

制を、通常運航のドクターヘリとは別途に構築する。 
・確定例の実搬送を行う前に、一連の作業を、実機

と機材を用いてシミュレーション訓練する。 
・ドクターヘリによるCOVID-19確定例の搬送に際

しては、運航会社の規程や雇用契約の問題などの事

前確認を要する。 
・「COVID-19 流行時におけるドクターヘリ運航マ

ニュアル（案）」（令和 2 年度報告書 4-5)） を作成

した。 
 
F. 研究発表 

 1.  論文発表 
 ドクターヘリの基地病院配置と運用方式の違い

が需要カバーとそのレベルに与える影響の数理的

分析、鵜飼孝盛、田中健一、辻友篤、猪口貞樹 
公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文

集 54(2)，pp. 124−135 2019年 10月 
 全国のドクターヘリ基地病院におけるインシデ

ント／アクシデントの情報収集と速やかな共有に

向けて、北村信哉、辻友篤、中川儀英、篠崎正博、

猪口貞樹 日本航空医療学会雑誌 20 巻 1 号 
Page12-19(2019.08） 
 
2.  学会発表 
 鵜飼孝盛、鳥海重喜、土谷飛鳥、猪口貞樹、レ

ジストリ登録データに基づく運用効率性の評価 
第27回日本航空医療学会総会（2020年12月15日）

日本航空医療学会誌21巻3号 Page68(2020.12) 
 髙嶋隆太、伊藤真理、鵜飼孝盛、辻友篤、猪口

貞樹、報告/ドクターレジストリによる効果検証 

ドクターヘリ導入への支払意思額：地域差と要因

の分析 第 26 回日本航空医療学会総会（2019 年

11 月 8 日）日本航空医療学会誌 20 巻 2 号 
Page50(2019.10) 
鵜飼孝盛、田中健一、辻友篤、猪口貞樹、報告/

ドクターレジストリによる効果検証 数理最適化

技術を用いたDH基地病院の適正配置の検討  
第26回日本航空医療学会総会（2019年11月8日）

日本航空医療学会誌20巻2号 Page51(2019.10) 
土谷飛鳥、猪口貞樹、髙山隼人、中川儀英、杉

山聡、北村伸哉、辻友篤、野田達也、説田守道、

報告/ドクターレジストリによる効果検証 新規ド

クターヘリ全国症例登録システム（JSAS-R）の構

築・概要 第 26 回日本航空医療学会総会（2019
年 11 月 8 日）日本航空医療学会誌 20 巻 2 号 
Page52(2019.10) 
土谷飛鳥、猪口貞樹、髙山隼人、中川儀英、杉

山聡、北村伸哉、辻友篤、野田龍也、説田守道、

パネルディスカッション 22 (PD22) 「ドクターヘ

リの展望と課題」新規ドクターヘリ全国症例登録

システム(JSAS-R)の構築 第47回日本救急医学会

総会・学術集会（2019年10月） 日本救急医学会

雑誌30巻9号 Page573(2019.09) 
北村伸哉、加古訓之、富田啓介、島居傑、矢崎め

ぐみ、星野翔太、山根綾夏、福岡茜 パネルディ

スカッション 22 (PD22) 「ドクターヘリの展望と

課題」ドクターヘリの安全運航のためにインシデン

ト/アクシデントの情報収集と速やかな共有にむけ

て 第 47 回日本救急医学会総会・学術集会（2019
年 10 月）日本救急医学会雑誌 30 巻 9 号 
Page573(2019.09) 
辻友篤、中川儀英、荻野隆光、北村伸哉、坂田

久美子、峯山幸子、猪口貞樹 厚労科研“安全管

理基準”の骨子、特に医療クルーの教育について  
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第 25 回日本航空医療学会総会（2018 年 11 月 3 日）

日本航空医療学会誌 19 巻 2 号 Page67(2018.10) 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況 
 1.  特許取得 
   なし 
2.  実用新案登録 
   なし   
3.  その他 
  なし 
 


